










　  電子情報に基づく SCM 型ビジネス・モデルへ
5．おわりに
1．はじめに：産業革命期以前の貿易と商人法（Law Merchant）






な売買を着船条件（Ex Ship, Sale on Arrival of the Vessel など）で定期市が開催される海港で
行った（商事と海運が一体になっていたのであり、merchant shipping というのはこの意味で
あった）。イギリスの 1906 年海上保険法（MIA）が航海事業を依然として marine adventure と
呼んでいるのは、この時代の名残であると本学の故葛城照三名誉教授から教わった。2 
Shakespeare の『Venice の商人』やアジアの海における貿易商についての時代小説であるが、
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判例法の Common Law への摂取が、Lord Chief Justice Coke や Lord Mansfield などにより積
極的行われ、海商の慣習が法に格上げされた。さらには、動産売買において、1893 年に
Chalmers 判事の努力もあって、The Sale of Goods Act（動産売買法）が制定され、1906 年に




















































いた（第 1 節参照）。現物の対面取引としての売買条件は、本船の着船を前提条件とする Ex 
Ship 条件や積出港での船積みによる現物の買主による引取りを条件とする FOB 条件（古典














前述のとおり、動産売買法の成文法化は、イギリスの場合には 1893 年 Sale of Goods Act
（SGA）であり、その数年前の The Factors Act, 1889 & 1890 はこれに密接に関連している。12
この SGA がアメリカへは Uniform Sales Act, 1906 として伝わり、今日の Uniform Commercial 
Code Code（UCC）第 2 編（Art.2）に継承されている。他方、1928 年に私法統一国際協会
（The International Institute for the Unification of Private Law、通称 UNIDROIT）が、国際連盟
の付属機関として設立され、国際物品売買に関する統一法条約の検討を始めた。第二次世界
大戦をはさんで 1964 年に「有体動産の国際売買に関する統一法」（ULIS と略称）と「有体
動産の国際売買契約の成立に関する統一法」（略称 ULIF）を条約案として UNIDROIT が提
出し、ヘーグの外交会議で採択された。しかしながら、大陸法寄りの規定の仕方などの批判




年版まで、インコタームズを 8 版にわたり改正と補充（1967 年制定の”Delivered”条件、
1976 年の FOB Airport の二回）を行った。13 統一法条約と実務慣行統一規則とを同列に論じ
ることはできないが、取引と契約実務における参照価値（frame of reference）の点で、イン
コタームズの果たした貢献は大きいものがある。実質的に、国際売買における価格交渉、運






















































































機」（船荷証券の危機＝ B/L Crisis と呼ばれるが、船荷証券を用いない決済モデルにつな
がるので、荷為替取引モデル自体の衰退傾向を示すという意味では、このように呼べるで
あろう）を招いている。
そこで、インコタームズ 2010 と SCM モデル時代の国際商取引の実務慣行を検討してお
きたい。
インコタームズが、20 世紀の半ば頃から果たしてきた国際統一売買規則としての機能は
高く評価されて良いだろう。ULIS や CISG が国際売買の原則的規定を定め、国際売買契約
の基本に焦点を当てているのに対し、売買取引の典型を分類して示し、当事者の義務と責
任及び費用負担の配分を定め、取引交渉の参照の枠組みを提供して、CISG 以前には国内
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熟する可能性があるかどうかを、CIF および CIP を例に若干の検討を加えてみたい（FCA，




（equivalent EDI message）も加えられた（CIF 売主の義務第 8 項）。これにより、船荷証
券を提供書類の基本とし、書類売買性を CIF 条件に付与したイギリスの判例法からインコ





CIF に荷為替抜き（換言すれば貿易金融抜き）の CIF という性格を与えるものだった。こ
のためもあり、1990 年版以来、CIF は二種に分かれ、英国判例法上認められた荷為替型ビ







うになっている。ICC は、Uniform Rules for Demand Guarantees, URDG 458 (1992) から
現行の URDG 758 (2010) へと改訂してこれに応えようとしていると思われる。これは、企
業内貿易や企業グループ内長期取引が盛んになってきたことの反映であろう。




貨物となる売買においては、FCA, C IP, CPT の各条件から選択して、個別の取引規則とす
べきであるとされていた。この度のインコタームズ 2010 ではそれが徹底され、海上（ま
たは水上）運送区間のみを対象とする国際売買契約に CIF などの 4 規則を使用すべきこと
が強調された。包装貨物の海上運送は、個品運送として定期海運により担当され、大半が
コンテナによる複合一貫運送に流れ、いわゆる SCM ビジネスモデルを支えているから、
CIF などの 4 条件は主として傭船契約ベースの国際売買契約に援用されると思われる。そ




FIO（free in and out、船内荷役費用荷主負担）、FIOST（船内費用および積付け・荷均し
費用荷主負担））などが、売買当事者間における費用負担の調整に影響を与え、特約の必
要性を高めるだろう。そして、将来、英国の CIF 売買判例に修正をもたらすことがあるだろ
う。その際、傭船契約に基づく海上物品売買において、CIF のみならず FOB を含め、「洋上




















Roy Goode は、その近著（Commercial Law, 3rded. LexisNexis UK, London 2004）において、
科学技術の発明に匹敵するほど、貿易商業者（traders）の叡智は偉大であり、荷為替ビジネ
ス・フローにつながる商業上の仕組みや書類の創成はまさにその例であることを強調している
（ibid.、p.1）。そのような思潮をリードしたのは、近世までは The Black Book of the Admiralty
に纏められた海商と海事の慣習と裁判手続きであった（Trakman, op.cit, pp.16-17）。現代にお
いては、新商事慣習論を説いた Clive M. Schmitthoff に注目すべきだろう（Chia-Jui Cheng (ed. 
by), Clive M. Schmitthof f ’s Selected Essays on International Trade Law, Mertinus Nijhof f 
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Publishers/Graham & Trotman, London, 1988. 特に、Part One (General Aspects of International 
Trade Law) and Part Two (The Unification of International Trade Law)。なお、Leon Trakman, 
The Law Merchant; The Evolution of Commercial Law,Fred B. Rothman & Co.,Colorado USA, 
1983 (Chs. 1 & 2) も参照すべきだろう。
荷為替ビジネスモデルが中心であった時代の邦文文献としては、竹内昭夫ほか『現代の経
済構造と法 -- 現代法の諸問題　Ⅱ』（現代法学全集第 52 巻、「Ⅱ　国際取引」（道田信一郎執
筆）の第 2 章　企業と国際取引、1975 がある。この第 2 章は、Harold J. Berman and Colin 
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京布井出版）、1981, 第 1 章　pp.3-39、川勝平太・濱下武志編『海と資本主義』（東洋経済新報社、2003）、
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（Merchant Handbook）は、世界的な交易のマニュアルだったといわれる。堺の商人たちが南蛮貿易とし
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らの用語は解釈されるべきことを公式注釈（Official Comment to UCC§2-319）で明らかにしている。
  　また、信用状に関する UCC 第 5 編の規定は、国際的に使用される信用状の場合、ICC の信用状統一規
則（UCP）の適用があることを指摘し、UCP との整合性を維持すべきことを明らかにしている（Official 
Comment to UCC§5-101）。特に、取引の事情および当事者の合意や取引条件に照らし、UCP に準拠するこ
とが明らかな場合、第 5 編自体を信用状取引に適用をしない、とニュヨーク、アリゾナ、アラバマ、ミズー
リの各州では、州法としての UCC にその旨の規定を置いている（例、UY UCC§5-102）。
  　さらに、2004 年版のＵＣＣ Of ficial Text から見られないが、旧版のＵＣＣ§1 － 205 に定義されている
usage of trade の意義 ( すなわち、業種、地域及び業界における順守の定常性（regular observance）の要
件と相手方による順守の期待が妥当とされるほどに、実務や取引方法が事実上確立していること ) は、依然
として重要な意味を持っているだろうから、参照されるべきものと思う。
　　　歴史的にも伝統ある同業組合（例、GAFTA, FOSFA など）が、Incoterms も CISG もともに適用を排除し
ていることは、前述の「私的立法」との関連で注目される（Michael Bridge, op.cit., Appendixes 1-4  pp.601 
-632 参照）。
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